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2021年のスイス経済は、新型コロナウイルスの規制措置緩和に伴って大きく回復し、実質
GDP成長率は前年のマイナス2.5％から3.7％になった。2021年のスイスの貿易は、主要産品
である化学品・医薬品の伸びに支えられ、輸出入ともに統計開始以来の過去最高額を記録した。
対日貿易は輸出入ともに増加し、特に輸出では、最大品目の医薬品、次いで構成比が大きい腕
時計の増加により、黒字幅が拡大した。

■輸出入ともに大きく回復し、輸出は過去最高額を記録
2021年の貿易は、輸出が前年比15.3%増の2,597億8,000万スイス・フラン（CHF）、輸入は10.4%増

の2,013億1,900万CHFだった1。貿易収支は584億6,100万CHFの黒字だった。輸出額は、新型コロナウ

イルス感染拡大の影響を大きく受けて落ち込んだ2020年から回復。輸出額、貿易黒字額ともに1885年

の統計開始以来の過去最高額を記録した。

輸出を品目別にみると、構成比の約 5割を占める最大輸出品目の化学品・医薬品が前年比12.4%増

となり、輸出の拡大に大きく貢献した。特に、免疫学的製品の伸びが顕著だった。続いて輸出増に寄

与した精密機械・時計・宝飾品（構成比19.3％）のうち、時計（8.6%）が31.2%増と大きく伸びた。

スイス時計協会によると2021年 9 月に新型コロナ感染拡大前の水準に戻り、その後の第 4四半期に輸

出が拡大したことにより、年間の輸出額は過去最高額の223億200万CHFを達成した。特に、米国お

よび中国における需要の急増が貢献し、同協会によると、時計の輸出額は、2019年比で米国が27.8%

増、中国が48.8%増だった。

国・地域別にみると、EU（構成比50.1%）は前年比19.7%と大きく拡大した。EUの中で最大の輸

出相手国であるドイツ（17.0%）の伸び率は9.3%増だった。スペイン（4.8%）は68.3%増、フランス

（5.7%）は26.3%増と、大きく拡大した。EU域外では、米国（18.1%）が、化学品・医薬品の伸びに

牽引されて18.9%増と大きく伸び、過去最高額を記録し、ドイツを抜き1954年以来初めて最大の輸出

相手国となった。アジア大洋州（17.4%）は前年比9.2%増となった。同地域で最大の輸出相手国の中

国（6.0%）は5.7％増となり、機械および電気・電子機器、精密機器、時計の拡大に牽引されて過去

最高額を達成した。シンガポール（2.1％）は13.5％増、香港（1.7％）は23.1％増、韓国（1.2％）は

12.2％増と、いずれも 2桁を超える伸びを示した。

輸入を品目別にみると、化学品・医薬品（構成比27.3%）が前年比7.3％増となり、特に免疫学的製

1　‌輸出入額は貴金属・宝石、芸術品、骨董品を除いた合計値。スイス税関は、金額の変動が大きく、貿易
推移の把握を困難にするとして、それらの取引量・金額を一般的な貿易統計から除外している。

海外調査部・ジュネーブ事務所

ス イ ス

■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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品の伸びが貢献した。

また、8.0%増で過去最

高額を記録した食品・

飲料・たばこ（6.0%）

が農林水産物（8.2％）

を押し上げたほか、燃

料・エネルギー（5.0%）

は価格高騰の影響によ

り、78.1%増と大幅な

増加となった。

国・地域別にみると、

EU（構成比67.5%）が

前年比12.3%増と拡大し、

中でも、燃料・エネルギー

の伸びに牽引されたドイツ

（27.4％）とフランス（7.6％）

がそれぞれ11.4％増、19.7%

増となった。また、化学

品・医薬品の増加によりス

ペイン（4.1%）が21.7%増

と大きく伸びた。

2022年に入ると貿易はさ

らに拡大し、第 1四半期に

は輸出入ともに四半期ベー

スで過去最高額を記録した。

輸出は654億2,500万CHFで

前期比1.2%増、輸入は566億9,400万ユーロで同6.7%増であった。輸出については、時計、金属製品が

主に拡大に貢献した。輸入については、宝飾品・貴金属製品、繊維・衣料製品、精密機械を除く全て

の分野で増加した。最も増加幅が大きかったのはエネルギー関連製品で、前期比18億CHFの増加と

なった。これはウクライナ情勢にかかるエネルギー関連製品の価格上昇によるものであり、輸入量は

前期比0.8%増と大きく変化していない。

■日本との貿易および科学技術分野での関係強化を期待
スイスはEUに加盟していないが、世界各国と個別に、または同国が加盟する欧州自由貿易連合 

（EFTA）を通じて自由貿易協定（FTA）を締結している。現在、発効しているFTAは35件に上り、

輸出の75.2％、輸入の88.1％がこれらのFTAでカバーされている。連邦経済省経済事務局（SECO）

表 2　スイスの主要国・地域別輸出入＜通関ベース＞
（単位：100万CHF、％）

輸出（FOB) 輸入(CIF)
2020年 2021年 2020年 2021年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

EU 108,786 130,258 50.1 19.7 120,936 135,807 67.5 12.3
ユーロ圏 98,790 119,051 45.8 20.5 111,086 124,952 62.1 12.5
ドイツ 40,412 44,176 17.0 9.3 49,471 55,133 27.4 11.4
イタリア 12,983 15,527 6.0 19.6 16,799 18,893 9.4 12.5
フランス 11,829 14,937 5.7 26.3 12,797 15,319 7.6 19.7
スペイン 7,483 12,596 4.8 68.3 6,709 8,165 4.1 21.7
ベルギー 4,067 4,422 1.7 8.7 3,017 3,416 1.7 13.3

アジア大洋州 41,449 45,271 17.4 9.2 33,595 37,313 18.5 11.1
ASEAN 7,760 8,240 3.2 6.9 8,560 8,758 4.4 2.3
中国 14,734 15,573 6.0 5.7 16,096 17,948 8.9 11.5
日本 6,953 7,582 2.9 9.0 3,688 3,936 2.0 6.7
シンガポール 4,857 5,515 2.1 13.5 3,469 4,174 2.1 20.3
香港 3,627 4,464 1.7 23.1 1,242 944 0.5 △24.0
韓国 2,860 3,208 1.2 12.2 838 1,926 1.0 130.0
インド 1,391 1,675 0.6 20.4 1,655 1,955 1.0 18.2

米国 39,493 46,952 18.1 18.9 11,474 12,149 6.0 5.9
英国 7,802 7,821 3.0 0.2 5,110 4,339 2.2 △15.1
カナダ 3,710 3,629 1.4 △2.2 660 818 0.4 23.9
ロシア 2,779 3,213 1.2 15.6 204 270 0.1 32.6
ブラジル 2,110 2,165 0.8 2.6 593 671 0.3 13.2
メキシコ 1,273 1,399 0.5 9.9 591 683 0.3 15.5
合計（その他含む） 225,291 259,780 100.0 15.3 182,312 201,319 100.0 10.4
〔注〕‌�アジア大洋州は、ASEAN＋ 6（日本、中国、韓国、オーストラリア、ニュージーランド、インド）に香港、台湾を加えた合

計値。
〔出所〕スイス連邦財務省関税局

表 1　スイスの主要品目別輸出入＜通関ベース＞
（単位：100 万CHF、％）

輸出（FOB） 輸入（CIF）
2020年 2021年 2020年 2021年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

化学品・医薬品 116,424 130,877 50.4 12.4 51,272 54,995 27.3 7.3
医薬品 99,107 108,967 41.9 9.9 39,438 41,058 20.4 4.1

精密機械・時計・宝飾品 40,330 50,230 19.3 24.5 19,264 19,667 9.8 2.1
時計 17,000 22,302 8.6 31.2 2,613 3,277 1.6 25.4
精密機械 15,601 17,372 6.7 11.4 7,857 8,433 4.2 7.3
宝飾品・貴金属製品 7,729 10,556 4.1 36.6 8,794 7,957 4.0 △9.5
機械および電気・電子機器 28,452 31,200 12.0 9.7 29,970 32,820 16.3 9.5
産業用機械 15,676 17,320 6.7 10.5 11,290 12,104 6.0 7.2
電気・電子機器 10,161 11,240 4.3 10.6 11,171 12,672 6.3 13.4

金属製品 12,066 14,635 5.6 21.3 13,000 16,353 8.1 25.8
農林水産物 9,625 10,582 4.1 9.9 14,864 16,447 8.2 10.6
食品・飲料・たばこ 8,686 9,468 3.6 9.0 11,140 12,029 6.0 8.0
輸送用機器 4,611 5,283 2.0 14.6 17,409 17,749 8.8 2.0
繊維・衣料製品 4,679 4,861 1.9 3.9 12,350 12,484 6.2 1.1
燃料・エネルギー 1,904 3,898 1.5 104.7 5,629 10,023 5.0 78.1
電力 1,547 3,562 1.4 130.2 1,254 3,819 1.9 204.6
原油・石油製品 348 328 0.1 △5.8 3,578 4,817 2.4 34.6
合計（その他含む） 225,291 259,780 100.0 15.3 182,312 201,319 100.0 10.4
〔注〕‌�貴金属・宝石、芸術品、骨とう品（貨幣またはその代替品として流通可能なもの）は含まない。
〔出所〕スイス連邦財務省関税局

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。

世界貿易投資動向シリーズ

中　国
2020年12月7日

海外調査部・北京事務所
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2023 （【国名】）

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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はFTAの利活用を推進しており、2020年からEFTAと合同で、スイスと各国との貿易における

FTAの活用状況に関する分析調査を開始した。2022年 6 月に公表された報告書によると、2020年に

は、FTAの活用によりスイスの輸入関税が約23億CHF削減された。日本とのFTAは2009年 9 月に

発効しているが、同報告書によると、日本からの輸入のうち、主に自動車などでFTAの特恵関税の

利用率2が高いものの、さらに特恵関税の利用拡大を期待できる品目として、自動車部品や精密機械

を挙げている。日本はスイスにとって、世界で 5番目、アジアにおいては中国に次いで 2番目に大き

な貿易相手国である。イグナツィオ・カシス大統領は2022年 4 月に日本を訪問し、貿易やデジタル

化、科学技術分野での両国のさらなる連携への期待を示した。

■2021年のM&A取引額は前年比58％増も、新型コロナ感染拡大前の水準には戻らず
スイス国立銀行によると、2021年の対内直接投資（国際収支ベース、ネット、フロー）は、1,433

億6,900万CHFの引き揚げ超過となった。業種別にみると、金融持株会社が1,533億9,400万CHFの引

き揚げ超過で前年に続き最大の要因となった。他方、商業は47億2,700万CHF、化学・プラスチック

は43億7,500万CHFと、ともに前年の引き揚げ超過からそれぞれプラスに転じた。国・地域別にみる

と、EUの主要な対内直接投資元の引き揚げ超過が目立った。ルクセンブルク、オランダは前年に続

き、それぞれ827億8,600万CHF、406億700万CHFの引き揚げ超過となった。アイルランドは、前年

のプラスから514億4,300万CHFの引き揚げ超過に転じた。

2021年の対外直接投資は1,112億8,800万CHFの引き揚げ超過となり、前年の246億2,200万CHFの引

き揚げ超過から超過幅が大きく増加した。業種別にみると、金融持株会社と運輸・通信は、それぞれ

2　特恵関税の適用対象となり得る品目の輸入額のうち、実際に特恵関税が利用された輸入額の割合。

表 3　スイスのFTA発効・署名・交渉状況
（単位：％）

FTA 発効日
スイスの貿易に占める構成比（2021年）

往復 輸出 輸入

発効済み

EU 1973年 1 月 1 日 57.7 50.1 67.5
中国 2014年 7 月 1 日 7.3 6.0 8.9
英国 2021年 1 月 1 日 2.6 3.0 2.2
日本 2009年 9 月 1 日 2.5 2.9 2.0
シンガポール 2003年 1 月 1 日 2.1 2.1 2.1
湾岸協力会議（GCC)諸国 2014年 7 月 1 日 1.6 2.3 0.8
香港 2012年10月 1 日 1.2 1.7 0.5
カナダ 2009年 7 月 1 日 1.0 1.4 0.4
トルコ 1992年 4 月 1 日 0.8 0.7 0.8
韓国 2006年 9 月 1 日 1.1 1.2 1.0
メキシコ 2001年 7 月 1 日 0.5 0.5 0.3
インドネシア 2021年11月 1 日 0.2 0.1 0.2
EFTA（注①） 1960年 5 月 3 日 0.3 0.3 0.2
合計（注②） - 80.8 75.2 88.1

署名済み グアテマラ 署名日　2015年 6 月22日 0.0 0.0 0.0

交渉中

南米南部共同市場（メルコスール）（注③） - 0.8 1.1 0.4
インド - 0.8 0.6 1.0
ベトナム - 0.5 0.2 0.9
タイ - 0.4 0.3 0.5
マレーシア - 0.3 0.3 0.4
モルドバ - 0.0 0.0 0.0
FTAカバー率（交渉中も含む） - 83.7 77.8 91.3

〔注〕①EFTA:ノルウェー、アイスランドのみ計上（リヒテンシュタインを含まない）。
②‌�発効済みの合計値は、表に記載以外のFTA発効済み以下の国・地域も含めた合計。イスラエル、フェロー諸島、パレスチナ、モロッコ、北マケドニア、
ヨルダン、チリ、チュニジア、レバノン、南部アフリカ関税同盟（SACU：ボツワナ、レソト、ナミビア、南アフリカ共和国、エスワティニ（旧スワジラ
ンド））、エジプト、セルビア、アルバニア、コロンビア、ペルー、ウクライナ、モンテネグロ、中米諸国（パナマ、コスタリカ）、ボスニア・ヘルツェゴ
ビナ、ジョージア、フィリピン、エクアドル（協定締結順）。
③南米南部共同市場は、アルゼンチン、ブラジル、パラグアイ、ウルグアイ。
④小数点第 2位を四捨五入。

〔出所〕スイス連邦経済省経済事務局「FTA一覧」、スイス連邦財務省関税局貿易統計

■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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前年の394億3,500万CHF、20億3,300万CHFの引き揚げ超過

から1,071億7,000万CHF、166億3,800万CHFの引き揚げ超過

になった。銀行は前年の 4億3,500万CHFから、86億6,800

万CHFの引き揚げ超過に転じた。他方、電子・工学・時計

等と保険は、24億2,500万CHF、69億900万CHFと、前年の

引き揚げ超過からプラスに転じた。国・地域別にみると、

キプロス、アイルランド、ルクセンブルクが前年に続き主

要な引き揚げ超過国となったほか、フランス、英国が前年

の 6億1,800万 C H F、34億2,100万 C H Fから、69億4,800万

CHF、61億8,400万CHFの引き揚げ超過に転じた。

M&Aおよびコーポレートファイナンスのコンサル

ティングを手掛けるTCFGによると、2021年にスイス

企業が関わったM&Aは件数が前年より37%増加して

663件、取引額は58%増加して610億CHFを記録した。

取引件数のうち45%が対外投資案件、28%が対内投資

案件、27%がスイス企業同士のM&Aだった。

2021年の最大の対内投資案件は、 7月の米英プライ

ベート・エクイティ・ファンド 2社による化学大手ロ

ンザの特殊化学品事業の42億CHFでの買収だった。こ

のほか、11月に米RBCベアリングスによる重電大手

ABBの機械式パワートランスミッション事業の買収な

どがあった。

2021年の対外投資案件では、食品大手ネスレが 8月

に米ビタミン剤・健康補助食品大手のザ・バウンティ

フル・カンパニーの主要ブランドを57億5,000万ドルで

買収した案件などがあった。

表 4　‌�スイスの業種別対内・対外直接投資‌
＜国際収支ベース、フロー＞

（単位：100万CHF）
対内直接投資 対外直接投資

2020年 2021年 2020年 2021年
金額 金額 金額 金額

製造業 3,951 3,718 702 18,014
電子・工学・時計等 △ 7,182 △ 4,259 △ 7,153 2,425
金属・機械 2,525 3,392 1,771 6,731
化学・プラスチック △ 3,113 4,375 11,837 19,962
その他産業・建設 11,720 211 △ 5,466 △ 8,781
繊維・アパレル n.a. n.a. △ 285 △ 2,324

サービス △ 154,836 △ 147,088 △ 25,325 △ 129,302
商業 △ 6,758 4,727 11,129 △ 7,011
運輸・通信 3,042 481 △ 2,033 △ 16,638
保険 740 517 △ 851 6,909
銀行 △ 401 52 435 △ 8,668
金融持株会社 △ 154,537 △ 153,394 △ 39,435 △ 107,170
その他サービス 3,079 529 5,430 3,278
合計（その他含む） △ 150,885 △ 143,369 △ 24,622 △ 111,288
〔出所〕 スイス国立銀行

表 5　‌�スイスの国・地域別対内・対外直接投資‌
＜国際収支ベース、フロー＞

（単位：100万CHF）
対内直接投資 対外直接投資

2020年 2021年 2020年 2021年
金額 金額 金額 金額

EU △ 154,060 △ 175,257 △ 56,616 △ 140,042
ルクセンブルク △ 109,050 △ 82,786 △ 22,832 △ 18,768
オーストリア 6,820 591 △ 284 1,861
ドイツ 568 4,768 3,333 4,155
フランス 1,187 3,171 618 △ 6,948
オランダ △ 52,820 △ 40,607 △ 11,474 2,374
アイルランド 10,143 △ 51,443 △ 20,672 △ 42,232
イタリア 416 △ 341 926 2,773
キプロス △ 430 460 △ 42,537 △ 87,932

英国 △ 5,855 △ 6,681 3,421 △ 6,184
ロシア n.a. n.a. 827 4,578
米国 24,939 31,287 11,055 6,570
中南米（オフショア地域含む） △ 27,363 △ 649 △ 24,464 11,469
ブラジル n.a. n.a. △ 351 503
メキシコ n.a. n.a. △ 217 343
アジア・大洋州・アフリカ 14,472 3,176 41,496 11,984
日本 11,315 2,036 695 2,526
シンガポール n.a. n.a 32,743 △ 5,908
中国（香港含まず） n.a. n.a. 2,819 2,689
インド n.a. n.a. △ 2 4,521
アラブ首長国連邦 n.a. n.a. △ 2,205 6,166
合計（その他含む） △ 150,885 △ 143,369 △ 24,622 △ 111,288
〔出所〕スイス国立銀行

表 6　スイスの主な対内直接投資案件（2021年 1月～2022年 2月）
＜M&A＞

被買収企業（事業） 買収企業
時期 投資額 概要

業種 企業名 企業名 国籍

化学 ロンザ
シンベンパートナーズ および
ベインキャピタル

英国・米国 2021年 7 月 42億CHF
プライベート・エクイティ・ファンド 2社が世界17の製造拠点と2,800人の従業員を擁
するロンザの特殊化学品事業の買収を完了。これによりロンザは、ヘルスケア産業に特
化した事業展開を行う。

パワートラン
スミッション

ABB RBCベアリングス 米国 2021年11月 29億ドル
ベアリングメーカーのRBCベアリングスが、米国に本社を置き主に米州で売り上げを
上げているABBのベアリング・機械部品ブランドDODGEの買収を完了。両社の補完
的な事業が統合することにより、ベアリングおよび動力制御製品の主要企業となる。

ソフトウエア
（自動車分野）

オートフォーム・
エンジニアリング

カーライルグループ 米国 2022年 2 月 非公表

世界的な投資会社のカーライルグループが、2016年以降主要株主であったプライベー
ト・エクイティ・ファンド アストーグから、オートフォーム・エンジニアリングの株
式取得による買収を完了。カーライルは、顧客のデジタルトランスフォーメーション移
行を支援するオートフォームに対し、イノベーションと研究開発に対する投資を継続的
に行い支援する。

〔出所〕 各社発表および報道などから作成

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。

― 2 ―

Copyright©2020JETRO　世界貿易投資動向シリーズ（中国）

CW6_A8284D50_中国.indd   2 2020/12/04   9:40:31

■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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2023 （【国名】）

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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■対日貿易は輸出入ともに増加
2021年の対日貿易は、輸出が前年比9.0％増の75億8,200万CHF、輸入が6.7%増の39億3,600万CHF

となった。貿易黒字は前年より 3億8,100万CHF拡大し、36億4,600万CHFだった。

主な対日輸出品目をみると、最大品目の医薬品（構成比50.0%）が前年比9.6%増。次いで構成比が

大きい腕時計（17.8%）が、19.7%増と拡大した。一方、輸入をみると、最大品目である医薬品

（37.1%）は、前年の約 2倍となる大幅増から4.6％の減少に転じ、次いで構成比が大きい乗用車

（10.4%）も13.7%減と縮小した。

■日本企業が医療分野でM&Aやスイス拠点設立、スタートアップへの出資も
スイス国立銀行によると、2021年の日本からスイスへの対内直接投資は20億3,600万CHF、スイス

から日本への対外直接投資は25億2,600万CHFだった。日本企業によるスイスへのM&A案件には、

6月にマブチモーターが発表した医療機器用モーターメーカーのエレクトロマグの買収があった（投

資額は非公表）。医療機関向けの人工呼吸器モーターにおいて圧倒的な市場シェアを誇るエレクトロ

マグの買収によるシナジー効果で、健康・医療用途での新たな革新的モーターの開発や拡販などが期

待される。スイス企業による日本へのM&Aとしては、建設資材大手シーカが 4月に発表した横浜ゴ

ムグループのハマタイト事業の買収があった（投資額は非公表）。これによりシーカは、日本市場の

主要自動車OEM に対するアクセスを増やしつつ、日本の建設業界でもシーリングや接着用途向けの

製品提供を拡大させる。

M&A以外の日本企業によるスイスにおける2021年の投資案件には、 1月に大鵬薬品工業による欧

州における医薬品の臨床開発・販売拠点としてツークに大鵬オンコロジーヨーロッパの設立、10月に

日本と欧州間のオープンイノベーション事業の支援を行うトラスティッドによるルツェルン支店の設

表 7　スイスの主な対外直接投資案件（2021年 1月～2022年 7月）
＜M&A＞
買収企業 被買収企業（事業）

時期 投資額 概要
企業名 業種 企業名 国籍

ネスレ 栄養補助食品
ザ・バウンティフル・
カンパニー

米国 2021年 8 月 57億5,000万ドル
食品大手ネスレが米ビタミン剤・健康補助食品大手ザ・バウンティフル・カンパニーが保有する主要
ブランドの投資ファンドKKRからの買収を完了。健康・栄養領域のポートフォリオ拡大を図る。

チャブ 保険 シグナ 米国 2022年 7 月 53億6,000万ドル
保険大手チャブが、保険大手シグナのアジア大洋州における傷害保険・医療保険・生命保険事業の買
収を10月に発表し、2022年 7 月に買収完了。同地域におけるさらなるプレゼンス拡大を図る。

ホルシム
商業用屋根材お
よび建築用外装

ファイアストン・
ビルディング・
プロダクツ

米国 2021年 4 月 34億ドル
セメント大手ホルシムは、商業用屋根材および建築用外装のファイアストン・ビルディング・プロダ
クツのブリヂストン米国グループ会社からの買収を完了。革新的で持続可能な建材とソリューション
のグローバルリーダーを目指す。

〔出所〕 各社発表および報道などから作成

表 ８　スイスの対日主要品目別輸出入＜通関ベース＞
（単位：100万CHF、％）

輸出（FOB） 輸入（CIF）
2020年 2021年 2020年 2021年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率

医薬品 3,461 3,794 50.0 9.6 医薬品 1,532 1,461 37.1 △4.6
腕時計 1,129 1,351 17.8 19.7 乗用車 472 408 10.4 △13.7
医療機器 456 479 6.3 5.1 一般機械 230 282 7.2 22.7
宝飾品 307 403 5.3 31.3 電気・電子機器 209 264 6.7 25.8
一般機械 300 290 3.8 △3.5 化学原材料 141 209 5.3 48.3
化学原材料 138 131 1.7 △5.2 光学機器 94 114 2.9 22.0
検査・計測機器 131 126 1.7 △4.2 宝飾品 93 120 3.0 28.5
飲料 123 95 1.3 △22.6 建設機械 70 81 2.1 16.0
電気・電子機器 120 129 1.7 7.5 検査・計測機器 51 62 1.6 20.2
金属部品 108 117 1.5 8.0 医療機器 49 55 1.4 13.5
たばこ 67 43 0.6 △35.9 自動車部品 48 56 1.4 16.7
合計（その他含む） 6,953 7,582 100.0 9.0 合計（その他含む） 3,688 3,936 100.0 6.7
〔出所〕 スイス連邦財務省関税局

■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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立、NTTによるチューリッヒのデータセンターの増床があった。スイス企業による対日投資案件で

は、12月にデジタルトランスフォーメーションなどの支援を行うフュージョンコンサルティングの東

京拠点設立の発表があった。日本企業とスイスのスタートアップの連携も活発だ。世界各地で広範囲

に産業向け工具を製造するオーエスジーと、高付加価値部品を湿気や腐食から保護する超密着薄膜

コーティング製品の開発・製造を行うコートエックス（Coat-X）は 9月に戦略的パートナーシップ

締結を発表。アジア市場への展開のためオーエスジーがコートエックスに出資し、オーエスジーの愛

知本社の敷地内にコートエックスジャパンを設立した。このほか、 3月に伊藤忠商事による、ブロッ

クチェーン技術を用いたコーヒー豆の生産・流通などの追跡可能性（トレーサビリティ）と持続可能

性に関する情報を提供するファーマーコネクトへの出資、 7月にエーザイによるアルツハイマー型認

知症の早期発見を助けるデジタルソリューションの開発を行うアルトイダ（Altoida）への出資およ

び研究開発における提携発表などがあった。

主要経済指標
①人口：873万人（2021年） 2019年 2020年 2021年
②面積： 4 万1,285km 2 ④実質GDP成長率（％） 1.2 △ 2.5 3.7
③１人当たりGDP：9万3,720米ドル
　（2021年推計値）

⑤消費者物価上昇率（％） 0.4 △ 0.7 0.6
⑥失業率（％） 2.3 3.1 3.0
⑦貿易収支（100万スイス・フラン） 35,919 25,695 51,224
⑧経常収支（100万スイス・フラン） 39,525 19,886 69,031
⑨外貨準備高（グロス）
　（100万米ドル） 804,004 1,020,172 1,048,963

⑩対外債務残高（グロス）
　（100万スイス・フラン） 1,937,656 1,978,603 2,136,387

⑪‌�為替レート（ １ 米ドルにつき、
スイス・フラン、期中平均） 0.994 0.939 0.914

〔注〕⑦：通関ベース					   
〔出所〕‌�①②⑤：スイス連邦統計局、④⑥：スイス連邦経済省経済事務局、⑦：スイス連邦関税局、⑧⑩：スイス国立銀行、

③⑨⑪：IMF					   

（お問い合わせ先）

海外調査部　欧州ロシアCIS課　

ORD@jetro.go.jp

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。

世界貿易投資動向シリーズ

中　国
2020年12月7日

海外調査部・北京事務所

― 1 ―

Copyright©2020JETRO　世界貿易投資動向シリーズ（中国）

CW6_A8284D50_中国.indd   1 2020/12/04   9:40:31

2023 （【国名】）

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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